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群馬県・SDGs に関する企業の意識調査（2026 年） 
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『SDGs の意味および重要性を理解し、取り組んでいる』と回答した群馬県企業は、前年比 1.9 ポ

イント増の 32.9％となり、2020 年の調査開始以降で最高を更新した。「意味もしくは重要性を理

解し、取り組みたいと思っている」を合わせた『SDGs に前向き』な企業は同 5.3 ポイント増の

57.6％と、過去最高だった。SDGs に取り組む企業の半数以上（52.3％）は何らかの成果を実感。

特に「従業員満足度の向上」「従業員の定着率向上」など、人材面での効果が表れている。 

 

※株式会社帝国データバンク群馬支店は、群馬県に本社を置く企業 371 社を対象に、SDGs(Sustainable Development 

Goals:持続可能な開発目標）に関する企業の見解についてアンケート調査を実施した。なお、SDGs に関する調査は 2020 年以

降、毎年実施し、今回で 7 回目  

調査期間：2026 年 6 月 17 日～6 月 30 日（インターネット調査）  

調査対象：群馬県内企業 371 社、有効回答企業数は 146 社（回答率 39.4％） 

 

  

SUMMARY 

2026/09/01  

取り組む企業の 52.3％が成果を実感 

 

 

群馬県企業 
「SDGsに取り組んでいる」 
は 32.9％ 
過去最高を更新 
 

2026/09/01   

清水   潤     （支店長）  

横井幸一郎  （調査担当）  

帝国データバンク  群馬支店  

TEL：027-386-4041  
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群馬県・SDGs に関する企業の意識調査（2026 年） 

『SDGsに前向き』な企業、過去最高を更新 

自社における SDGs への理解や取り組みについて群馬県企業に尋ねたところ、「意味および重要性を

理解し、取り組んでいる」企業は前年比 1.9 ポイント増の 32.9％となり、2020 年の調査開始以降で最

高を更新した。「意味もしくは重要性を理解し、取り組みたいと思っている」は同 3.4ポイント増の 24.7％

で、あわせた『SDGs に前向き』な企業は同 5.3 ポイント増の 57.6％となり、過去最高を更新した。 

また、「言葉は知っていて意味もしくは重要性を理解できるが、取り組んでいない」は 31.5％、「言葉は

知っているが、意味もしくは重要性を理解できない」は 6.2％だった。 

群馬県内の企業からは「当社の企業規模を踏まえると、今後も SDGs への積極的な取り組みは社会

的責任であると認識している。一方で、事業収益に直結する活動とは言い難い面もあり、バランスの取り

方は難しい」（製造）などの声が寄せられた。全体として、SDGs について企業存続や社会的責任の観点

から積極的に評価する意見がある一方、従来から実施してきた経営活動と変わらない、収益への効果が

見えにくい、形式的な取り組みが先行しているといった否定的な見方もあり、評価は二極化した。 

 

 SDGs への理解や取り組み   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「SDGsに取り組んでいる」、5業界別では「卸売」「製造」が高い 

5業界別に「意味および重要性を理解し、取り組んでいる」企業の割合をみると、『卸売』は 40.0％（前年

25.9％）、『製造』は 37.7％（同 37.7％）と全体を上回った。「昨年、太陽光発電システムを導入し、電力

の地産地消を進めている。また、SDGs 宣言を行い、その後 SBTi 認定も取得した。環境対策なしに企業

の成長はないと考えている」（製造）との声も寄せられ、環境対応を企業の成長や事業継続と結び付けなが

ら取り組む姿勢が表れている。 
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前年から上昇幅が最も大きかったのは『卸売』で 14.1 ポイント増加した。一方で、低下幅が最も大きかっ

たのは『サービス』で 10.7 ポイント減少した。同業界からは、「日本では以前から環境や品質に対する取り組

みが進んでおり、新たな枠組みとしての必要性は高くないと感じている」といった声が聞かれた。 

 

 SDGs に取り組んでいる企業の割合  ～５業界別～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SDGsに取り組む企業の52.3％が成果を実感 

人材・組織運営の項目が上位 

いずれかの SDGs 目標に力を入れている企業に取り組みによる成果を尋ねたところ、『成果あり』の企業

は 52.3％だった。主に人材や組織運営、経営効率などで具体的な成果がみられた。「従業員満足度が向上

した」（17.8％）と「従業員の定着率が上がった」（9.3％）が上位に入り、SDGs への取り組みが、働きやす

い職場環境の整備や従業員の意識、定着など、社内の変化として表れている様子がうかがえる。また、「経

営方針等が明確化された」（16.8％）が 2 番目に高く、SDGs を自社の経営方針や事業活動と結び付ける

ことが、経営の方向性を社内で共有する契機となっていることが示された。 

SDGs への取り組みによる成果  ～上位 10 項目～（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2026年 2025年   前年比

全体 32.9％ 31.0％ +1.9pt

卸売 40.0％ 25.9％ +14.1pt

製造 37.7％ 37.7％ ±0.0pt

サービス 25.0％ 35.7％ -10.7pt

建設 23.8％ 22.7％ +1.1pt

小売 20.0％ 22.2％ -2.2pt

注1：母数（有効回答企業）は、2026年146社、2025年155社

注2：2026年の値が高い順に掲載

業
界
別

成果あり

52.3％特に成果は出ていない

33.6％

分からない
7.5％

不回答
6.5％

17.8％

16.8％

14.0％

10.3％

9.3％

8.4％

6.5％

5.6％

5.6％

4.7％

経営方針等が明確化された

生産性が向上した

従業員の定着率が上がった

補助金や助成金の採択が増加した

リスク管理を強化できた（災害、経済状

況の変化など）

取引が拡大した（新規開拓含む）

新規事業の立ち上げ、新商品・サービ

ス開発につながった

売り上げが増加した

コスト削減につながった

従業員満足度が向上した

注1：母数は「現在力を入れている項目」のうち、17の目標（項目）のいずれかを選択した企業107社
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群馬県・SDGs に関する企業の意識調査（2026 年） 

 

まとめ 

本調査の結果、SDGs の「意味および重要性を理解し、取り組んでいる」群馬県企業は 32.9％となり、

2020 年の調査開始以降で最高を更新した。「意味もしくは重要性を理解し、取り組みたいと思っている」を

あわせた『SDGs に前向き』な企業は 57.6％となり、過去最高を更新した。SDGs に取り組んでいる企業

のうち、『成果あり』と回答した企業は 52.3％で、従業員満足度の向上や経営方針の明確化、コスト削減、

従業員の定着率の改善など、組織運営面での成果が表れている。 

足元では、企業存続や社会的責任の観点から積極的に評価する意見がある一方、従来から実施してきた

経営活動と変わらない、収益への効果が見えにくい、形式的な取り組みが先行しているといった否定的な見

方もあり、意見は二極化した。SDGs が企業経営に定着する一方、取り組みの裾野は拡大局面から選別局

面へ移る可能性がうかがえる。 

国連の「持続可能な開発目標報告 2026」では、中東情勢の軍事的緊張が原油価格や物価の上昇をま

ねき、各国財政を圧迫することで、教育、保健、クリーンエネルギーなど将来への投資余力を狭める可能性

を示した。SDGs の進展は企業や政府の意思だけでなく、国際情勢や経済環境にも左右される。2030 年

までに SDGs を達成するためには、政府、金融機関、取引先には、資金支援に加え、業種別の実践例や効

果測定の方法を示し、外部環境が悪化しても取り組みを継続できる基盤づくりが求められる。経営資源が

限られる中小企業では、既存業務を SDGs の観点から整理し、負担の小さい施策から始めることが現実的

といえる。理念を掲げるだけではなく、経営課題の解決と社会的成果を同時に追える実行体制を築くことが

必要となる。 

 

 

＜参考＞群馬県企業からの声  

● 今後もエネルギー需要は増加していくと考えており、各企業が継続的に取り組む必要がある（製造） 

● 昨年、太陽光発電システムを導入し、電力の地産地消を進めている。また、SDGs宣言を行い、その後

SBTi認定も取得した。環境対策なしに企業の成長はないと考えている（製造） 

● SDGsは、変化の激しい時代において、5年後、10年後も企業が存続するために必要な取り組みである

と考えている（製造） 

● 自社の将来のためにも推進していかなければならない（製造） 

● 従来から取り組んできた経営活動を改めて整理したものに過ぎないと感じている（卸売） 

● EU主導による考え方という印象が強い（小売） 

● 自治体や企業には、自動車依存を減らしガソリン消費を抑える通勤環境の整備に注力してほしい（小売） 

● 当社の企業規模を踏まえると、今後もSDGsへの積極的な取り組みは社会的責任であると認識してい

る。一方で、事業収益に直結する活動とは言い難い面もあり、バランスの取り方は難しい（製造） 

● SDGsをテーマとしたコンサルティングが過度に広がり、いわゆる「SDGsウォッシュ」の状態になってい

る。本来目指すべき社会課題の解決まで十分に至っていないと感じる（建設） 

● 趣旨は理解できるものの、自社として明確なメリットは感じていない（製造） 
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業界 大企業 中小企業（小規模企業含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」かつ「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」または「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」かつ「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」または「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」かつ「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」または「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」かつ「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」または「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

● SDGsバッジを着用しているだけで取り組んでいるように見せる風潮には違和感がある。そのバッジが

どこで、誰によって、どのような条件で製造されているのかまで考えなければ、本質的な改善にはつなが

らない。少なくとも企業活動そのものが、一定の社会貢献につながっているとは考えている（卸売） 

● SDGsだけで社会課題が解決するものではないと感じている（小売） 

● あまり意義を見出せていない（小売） 

● SDGsという目標設定そのものに違和感がある。企業として当然行うべきことを改めて掲げているよう

に感じる（製造） 

● 言葉だけが先行し、現実との乖離が生じているように感じる。経済成長との両立が十分に図られていな

いのではないか（卸売） 

● 日本では以前から環境や品質に対する取り組みが進んでおり、新たな枠組みとしての必要性は高くな

いと感じている（サービス） 

● 課題の規模が大きくなりすぎており、もはや民間企業だけでは解決が難しい段階にあると感じる（建設） 

 

 

 企業規模区分  

中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


